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第 1 章 監査の概要 

はじめに 

 

平成 30 年７月に発生した松山市の怒和島での土石流等における豪雨災害でお亡くなり

になられた方々に謹んでお悔やみ申し上げますとともに、被災された方々に心よりお見舞

いを申し上げます。 

農林水産事業関連の職員の方々も、現場復旧作業等の中、本包括外部監査の実施期間と

重複もあり、ご負担をおかけしましたが、可能な限りのご対応をいただきました。この場

を借りて謝意を表します。 

包括外部監査人 近藤 壮 

 

1.   監査の種類 

地方自治法第 252 条の 37 第１項に基づく包括外部監査 

 

2.   選定した特定の事件（監査のテーマ）の名称 

地域経済及び地域産業の活性化に係る事業の事務の執行及び運営管理について 

 

3.   選定した理由 

総務省が公表した平成 29 年 10 月 1 日のわが国の総人口は 1 億 2670 万人であり、うち

生産年齢人口（15～64 歳）は 7,596 万 2 千人で、前年に比べ 60 万人の減少，割合は 60.0％

で平成 4 年（69.8％）以降、低下を続けている。 

 

一方、「松山市の人口動態」によると、松山市では平成 29 年 12 月 31 日現在の推計人

口が 512,479 人となり、この 1 年間で 1,005 人の減少になった。この人口減少を要因別に

みると、自然動態（出生者数－死亡者数）は 1,200 人の減少、社会動態（転入者等数－転

出者等数）は 195 人の増加となった。 

 

さらに、この社会動態を年齢階層３区分（年少人口、生産年齢人口、老年人口）でみる

と、年少人口（0～14 歳）は転入者 2,137 人、転出者 2,070 人で転入超過、老年人口（65 歳

以上）は転入者 837 人、転出者 583 人で転入超過であるが、生産年齢人口（15～64 歳）は

転入者 12,172 人、転出者 12,871 人で転出超過となっている。 

 

この点、松山市は平成 28 年 1 月に「松山創生人口 100 年ビジョン先駆け戦略」を策定

し、以降 2 回の改訂を加えつつ、人口減少問題に対して中長期的な視点に立った取組みを

実行している。この中で実施された調査結果によると、若年層の定着もしくは U ターン

には、就職支援やそれに伴う環境の整備が最も関心が高いことから、上記の先駆け戦略で

は基本目標の積極戦略の一つに「魅力ある仕事と職場をつくる（地域経済活性化）」を、
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補完戦略に「暮らしと経済を守る（くらしと経済まちづくり）」を掲げている。 

 

ここで、松山市の歳出合計の平成 28 年度決算額は 1,840 億円、平成 27 年度は 1,846 億

円、平成 26 年度は 1,798 億円であり、平成 25 年度は 1,711 億円と増加傾向であるが、産

業や経済の活性化につながる事業に係る農林水産業費・商工費・土木費の平成 28 年度決

算額は 32 億・45 億・188 億円、平成 27 年度は 29 億・63 億・178 億円、平成 26 年度は 35

億・61 億・187 億円、平成 25 年度は 28 億・47 億・182 億円とほぼ横ばい傾向であり、産

業の発展に資する事業費の比率は「松山創生人口 100 年ビジョン先駆け戦略」の策定前後

であまり変わらないか、過去数年では減少傾向であるようにも見受けられる。平成 29 年

度 3 月補正予算も農林水産業費・土木費の構成比は対前年で減少しており、松山市が上記

戦略目標を達成するには効率的で効果的な事業への配分と経済的な事務執行が欠かせな

いものと言える。 

 

以上より、地域経済及び地域産業の活性化に係る事業の事務の執行及び運営管理につ

いて包括外部監査人として検討を加えることは今後の松山市の行政運営において有意義

であると判断し、本年度の特定の事件として選定する。 

なお、平成 28 年度包括外部監査の対象となった観光振興に関する事業の所管部課は監

査実施の意義が乏しいため平成 30 年度では監査対象から除外する。 

 

4.   包括外部監査の対象期間 

平成 29 年度（自平成 29 年４月１日 至平成 30 年３月 31 日） 

但し、必要に応じて過年度及び平成 30 年度の一部についても対象とする。 

 

5.   監査の着眼点 

① 事務の執行及び事業の管理は法令規則に沿って適切に行われているか。 

② 事務の執行及び事業の管理は公正かつ透明性をもって行われているか。 

③ 事務の執行及び事業に必要なコストの管理は適切に実施されているか。 

④ 事務の執行及び事業の管理はコストに見合う市民サービスの向上につながってい

るか。 

⑤ 事務の執行及び事業の管理に係る将来負担は適切に把握され、市政の意思決定にお

ける判断材料とされているか。 

⑥ 各事業について適切な役割と目標が設定され、その役割と目標の達成が松山市の掲

げる計画・指針等の目的と合致しているか。 

⑦ 関連団体における事務執行及び業務の運営は適切に行われ、効率性・経済性・有効

性の観点から適切か。 
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6.   監査対象部署 

産業経済部 

地域経済課 

産業経済部（農林水産担当） 

農林水産課・農林土木課・市場管理課 

 

7.   実施した監査手続 

 地域経済及び地域産業の活性化に関する事業について、その概要を責任者及び担当者へ

質問し、事務の執行等の関係法令及びその準拠性の検討、関係書類の閲覧、資料の分析、

その他外部監査人が必要と判断した手続を実施した。 

 具体的には次の通りである。 

① 事業費等に係る関係書類の閲覧 

起案書、補助金交付決定通知書、補助金交付申請書（算出調書など添付書類

あり）、補助金交付要綱、負担金交付要綱、支出負担行為伺書、補助金概算払

承認通知書、補助金概算払申請書、支出命令書、請求書、事業実績報告書、決

算関係書類、事業報告書、精算書、契約書などを必要に応じて閲覧した。 

② 根拠法令等の確認 

事業費等の支出の根拠になる法令等を確かめた。 

③ 事業目的、事業内容及び事業成果の検証 

その事業の目的を調べ、事業内容と目的が合致しているか検討するととも

に、具体的事業成果を検証した。 

④ 担当者への質問やヒアリング 

監査の開始にあたり、産業経済部のそれぞれの課の担当者から事業内容の説

明を受け、事業に関する書類を閲覧した結果生じた質問事項について回答を得

た。 

⑤ 現場視察 

所管している関連施設及び不動産の一部について、実際にその場所に赴き、

利用状況等を確かめた。 

⑥ 備品等棚卸 

現場視察の際に、当該部署で使用している備品等について、必要に応じてそ

の管理台帳等を基に棚卸を行った。 

⑦ 現金預金等実査 

現場視察の際に、当該部署にある手提げ金庫及び耐火金庫の中にある現金・

預金通帳・領収証等を実査した。 
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8.   補助者の選任 

 

組織的な監査を実施するため、補助者として次の者を選任した 

 公 認 会 計 士 
公 認 会 計 士 
公 認 会 計 士 

山 邊 彰 三 
塚 本 秀 和 
武 智 弘 泰 

 

9.   包括外部監査の実施期間 

自 平成 30 年 4 月 25 日 至 平成 31 年 2 月 28 日 

 

10.  利害関係 

包括外部監査の対象となった事件につき、私は、地方自治法第 252 条の 29 の規定によ

り記載すべき利害関係はない。 

 

 金額及び比率の表示単位未満は四捨五入している。 

 報告書の表中の合計が、端数処理の関係で合致しない場合がある。 

 文中の【指摘】とは、事務手続等において関係法令・規則等に準拠していないと

判断したものであり、改善を求めるものである。  

 文中の【意見】とは、有効性や効率性、経済性の観点から事務手続等についての

見直しを検討することが望ましいと考えられるものである。 

 文中の【提言】とは、事務手続等に対する指摘や意見とするものでないが、大き

なテーマとなるビジョンや計画など将来に向けた提案に類するものである。 
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第 2 章 松山市の地域経済及び地域産業の概要 

 

1. 松山市の地域経済及び地域産業の現状について 

松山市では従業者数 300 人未満の事業所が全体の約 99％、従業者数 300 人未満の事業

所の従業者が市内全従業者の約 89％であり、事業所のほとんどが中小企業である。したが

って、松山市の中小企業は、地域の雇用を確保・拡大し、市民生活を向上させる地域経済

の振興・活性化のための重要な担い手である。しかしながら、経済活動の国際化、少子高

齢化の急速な進行により経済的・社会的環境が大きく変化する中、中小企業の多くは、経

営資金の調達、人材の確保、新たな設備投資、販路の拡大などの様々な領域において厳し

い状況に置かれている。 

そこで松山市では中小企業を重要な地域経済の要とし、その振興を積極的に進めるため、

平成 26 年４月１日に中小企業振興に関する基本理念などを定めた「松山市中小企業振興

基本条例（以下「条例」という。）」を施行した。松山市では条例の実効性を担保するた

め、その基本方針に基づき市の中小企業を総合的かつ戦略的に行うための目標・施策等を

定めた「松山市中小企業振興計画（以下「計画」という。）」を策定し、計画に基づく施

策の展開によって、地域経済の活性化を促進させていっている。 

この計画では、「創業・経営基盤の強化」、「人材の確保・育成」、「受注・販路の拡

大」とこれらを進めるための「推進組織の設置・支援拠点の整備」の４つを施策の柱と位

置づけた。特に新ビジネスの創出や経営資金の調達、従業者の育成、雇用の確保・維持、

女性の活躍支援の分野は、中小企業振興の重要な施策と考えており、本計画に基づき、関

連する各種制度の拡充及び創設に積極的に取り組むことで、雇用の受け皿である中小企業

の経営基盤を強化し、若者だけでなく女性やシニア層に対する雇用の創出及び拡大に繋げ

たいと考えている。 

また、本計画に基づいて実施する個別具体的な各種支援事業は、支援団体等の関係機関

だけでなく、本市の外部推進組織である「中小企業振興円卓会議」の運用・連携を強化し

ていくことによって、計画的に各種事業を展開していくとともに、必要に応じ、本計画内

容を見直すことで、より地域の実情に応じた中小企業及び従業者の支援策に取り組んでい

く方針である。 

一方、農林水産業においては、松山市は温暖な気候に恵まれ、果樹、水稲、野菜、花き

などの多様な農林漁業経営が営まれ、多くの農林水産物が生産されてはいるが、生産地で

は生産者の高齢化に伴う担い手不足や耕作放棄地の拡大、漁場の環境変化や原汕価格の上

昇などを受けた経費の増加、生産物の価格の不安定さなどの多くの課題に直面している。 

また、農林水産物の生産と消費を結ぶ流通についても、冷凍冷蔵技術の発達、交通イン
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フラの整備、情報技術の発達、輸出入規制緩和などにより、食品が一般家庭の食卓に並ぶ

経路・経緯が多様化しているため、食品の安全性を確保することが、以前に比べて複雑で

難しい問題となってきている。 

さらに、近年では、TPP（環太平洋パートナーシップ協定）など、農業を取り巻く環境

が大きく変化してきている一方で、産地偽装の問題や食中毒の発生など、消費者の食の安

全を求める声が高まってきており、その意味において市民の農林水産業への関心は高まっ

てきていると思われる。 

また中央卸売市場においては、近年、産地における担い手の減少や高齢化、人口減少や

少子高齢化、ライフスタイルや食の志向の多様化などに伴う消費動向の変化、貿易の自由

化の流れの中で、食の流通も変化しているなど、市場を取り巻く状況は非常に厳しいもの

になってきている。こうした中で、市場が安全・安心な生鮮食料品の円滑な流通拠点とし

て、その中核的役割を担い、市民や周辺住民の期待に応えられるような活力のある市場を

目指すことが求められている。 

全国の中央卸売市場の状況と同様に、市場外流通（市場経由率の低下）、消費量の低迷

など、流通環境の変化により、松山市中央卸売市場の取扱金額・取扱量はともに減少傾向

となっている。地方にある当市場を取り巻く状況は非常に厳しいものがあるが、卸売業者

も集荷を増強し、売上の増加をめざしている。 

一方、農協の合併や量販店の拡大など生産・消費の両サイドの大型化が進み、買付取引

（川上）や相対取引（川下）が増加したことにより、流通を担う卸売市場に低価格競争の

しわ寄せが及んでいる。こうした中、市場の競争力を高めるため、市場運営の合理化、コ

ストダウンを一層図ることが重要となっている。 

 

2. 松山創生人口 100 年ビジョン先駆け戦略 

人口減少社会を迎えた我が国では、生産年齢世代の減少による経済規模の縮小と高齢化

率の上昇による社会保障の負担増が懸念され、人口の安定化と若返りに向けた施策の展開

が求められている。 

松山市でも、平成 22 年（2010 年）以降人口減少が始まっており、人口減少問題に対し

て待ったなしの重要課題と認識していることから、中長期的視点に立った取組を行うため、

市の人口の現状分析や人口推計、目指すべき人口の将来展望を「松山創生人口 100 年ビジ

ョン（以下「松山市人口ビジョン」という。）」により示すとともに、人口減少対策の基

本的計画として「松山創生人口 100 年ビジョン先駆け戦略」を策定した。 

松山市人口ビジョンにおける人口の将来展望の実現には、若い世代の結婚や出産、子育

て等の希望が叶えられることなどで、合計特殊出生率が、2030 年に 1.75 程度となり、さ

らに 2040 年には 2.07 程度に上昇することに加え、松山市での暮らしを希望する人々の定
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住や U・Iターンが進むことなどで、2020 年以降、少なくとも人口の流出入均衡が維持さ

れていることが必要となる。 

その結果、国立社会保障・人口問題研究所による松山市の人口見通しと比較すると、2040 

年には 43 万 8 千人との見通しが 3 万 1千人増の 46 万 9 千人となり、2060 年には、35 万

人との見通しが 7 万 3 千人増の 42 万 3 千人となることが見込まれる。そして、更に長期

的に捉えると、2110 年頃には 37万 7 千人程度で人口が安定し、若返りが始まるものと見

込まれている。 

 そのような中、将来展望の実現に向け、その先駆けとして３つの戦略（基盤戦略・積極

戦略・補完戦略）により５つの基本目標を掲げ、市民アンケート調査結果などの市民の意

見等を反映させた施策の展開を図るものとしている。 

（１）基盤戦略 

基本目標①：やりきる力「3つの礎」を構築する（基盤づくり） 

＜基本的方向＞ 

松山市人口ビジョンの対象期間は、今から約 45 年後の 2060 年までを基本としつつ、

2110 年頃まで視野に入れており、その期間内に様々な施策を実施し、常に効果検証し、改

善を施しながら、オール松山体制で、不断の施策の展開を続けていかなければなりません。 

したがって、今回、その先駆けとなる本総合戦略において、地方創生の要である人口減

少対策に係る本市の責務や市民、事業者、関係団体等の役割等を定める制度の構築のほか、

行政のみならず、市民が関心を持って参画するとともに、産官学金労言等の関係団体が積 

極的に関与する官民一体の推進体制を確立するための基盤づくりに取り組みます。 

① （仮称）松山市人口減少対策推進条例の制定のほか、（仮称）松山市人口減少対策推

進会議の設置支援、当該推進会議によるコミュニケーション活動等の支援を通じて、人口

減少対策推進の基盤づくりに取り組みます。 

【数値目標】 

 
 

（２）積極戦略 

基本目標②：つながる未来を応援する（少子化対策） 

＜基本的方向＞  

  本市の合計特殊出生率は 1.36 で、全国平均や愛媛県平均を下回っている状況にありま

す。合計特殊出生率の向上を目指した取組として、若い世代の経済的安定の支援や出会い

の場の創出による結婚支援などに取り組むとともに、夫婦が理想の数の子どもをもてるよ

う経済的な支援に取り組みます。また、子どもを安心して産み、育てられるように、子育

て支援の充実やワーク・ライフ・バランスの実現を目指し、各種施策に取り組みます。 

成果指標 基準値 目標値

推進組織による事業実施数（件） ―（H26年度） ６（H31年度）
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①若年求職者と中小企業在職者等との交流、研修や職場改善等により、企業への人材定着

の支援を行い、若い世代の経済的安定に取り組みます。 

②出会いの場の創出による結婚支援、妊娠・出産支援、小児医療、子育て支援などの充実

を目指すとともに、子育て世帯への経済的負担軽減や子育て拠点などの整備を推進し、結

婚・妊娠・出産・子育ての切れ目のない支援に取り組みます。 

③男性の家事・育児参加や女性が働きやすい企業環境の醸成や再就職支援に取り組むとと

もに、男女ともに仕事と家庭の両立支援を行う企業への支援などにより、働き方改革を推

進し、ワーク・ライフ・バランスの実現を目指します。 

【数値目標】  

 

    ※合計特殊出生率：一人の女性が一生の間に生む子どもの平均数で、15～49 歳までの女性の年齢別出

生率を合計したもの。  

 

基本目標③：松山への定着と新しい人の流れをつくる（移住定住対策） 

＜基本的方向＞  

近年、本市の社会動態は、転入超過と転出超過を繰り返し、直近の 2014 年では若干の

転出超過がみられる中で、東京圏・関西圏をはじめとした若者の県外転出超過が顕著であ

る一方、県内転入超過の減少が予測されることから、今後、全体として転出超過の常態化

が懸念されています。そのような中、本市には、4 つの大学や多くの専修学校が立地する

など、常時約 2 万人の学生が在籍しており、これらに対する働きかけは極めて重要と言え

ます。そうしたことから、本市では全ての世代、全ての地域を取組の対象としながらも、

特に、東京圏、関西圏からのＩターン、Ｕターン促進と学生をはじめとする若者世代の流

入・定着促進に軸を置き、以下のように取り組みます。 

①都市イメージの向上や移住相談体制の充実、移住体験・機会の充実、移住定着支援の充

実を通じ、移住の促進を図ります。 

②若者へのキャリア教育などを通じ、シビックプライドを向上させ、定住の促進を図りま

す。 

③本市に立地する大学等と連携した若者の流入促進や、市内定着等に取り組むことで、大

学等の活性化を目指します。 

【数値目標】  

 
※シビックプライド…市民が自分の住んでいる、働いている都市に対して「誇り」や「愛着」を持って、自ら

成果指標 基準値 目標値

合計特殊出生率 1.36（H25年） 1.54（H31年）

成果指標 基準値 目標値

社会移動数（転入数ー転出数）（人） △３（H26年）
均衡以上

（H27～31年の平均）
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もこの都市を形成している１人であるという認識を持つこと。  

 

基本目標④：魅力ある仕事と職場をつくる（地域経済活性化） 

＜基本的方向＞  

松山市の人口減少対策の積極戦略である出生率向上を図る少子化対策、及び若者の定着

やＵ・Ｉターン促進を図る移住定住対策の推進をしっかりと下支えするべき地域経済の活

性化を戦略的に図るため、本市事業所の約 9 割を占める既存中小企業の支援をはじめ、新

たな産業の立地促進や新ビジネスの創出のほか、各分野の産業競争力強化、雇用対策及び

人材育成などについて、幅広く施策を推進していきます。 

①地域経済構造や景気動向など、地域経済に関する各種データの分析と活用、中小企業支

援や稼ぐ力のある産業の立地促進、多様なプレイヤーとの連携による新ビジネス創出のほ

か、企業のグローバル化支援やＩＣＴ活用による経済活性化などを通じて、業種横断的な

取組による産業の競争力強化を推進します。 

②若者にも魅力的な農林水産業の成長産業化のほか、戦略的観光振興や文化・芸術・スポ

ーツ等の地域資源活用による経済活性化を通じて、業種別取組による産業の競争力強化に

取り組みます。 

③良質な雇用・労働環境整備のほか、職業能力向上と就労機会の拡充、女性の活躍支援、

農林水産業の担い手育成や大学等での地域ニーズに対応した人材育成支援などを通じて、

良質な雇用の場の創出と人材育成を推進します。 

【数値目標】  

 
（３）補完戦略 

基本目標⑤：暮らしと経済を守る（暮らしと経済まちづくり） 

＜基本的方向＞  

人口減少が一定進むなか、持続可能な地域社会を構築するためには、地域特性を生かし

た産業の振興や民間投資の促進を図り、都市のコンパクト化と地域間連携を進めるととも

に、市民が地域に愛着を持って安心で健康な生活が営まれるよう、市民の暮らしと経済を

守るためのまちづくりを推進します。 

①需要を創造する民間主体の経済まちづくりを推進し、都市のコンパクト化と交通ネット

ワーク形成を促進することで、本市の地域経済・生活圏の充実を目指します。 

②家計の質的向上を図るとともに、安全・安心な暮らしを推進し、さらに健康寿命の延伸

に取り組むことで、安心で健康な暮らしの確保に取り組みます。 

③空き家といった既存ストックの有効活用や、老朽化した公共施設の効率的な修繕計画の

策定など、人口減少等を踏まえた既存ストックのマネジメント強化に取り組みます。 

成果指標 基準値 目標値

市内事業所数（事業所）※累計 21,363（H24年） 21,560（H31年）

生産年齢人口の有業率（％） 68.7（H24年） 70.2（H31年）
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④連携中枢都市圏を形成するなど、近隣地域との連携を推進し、将来に向けて持続可能な

地域社会を目指します。 

⑤住民が地域防災の担い手となるよう住民参加型の訓練を実施し、人材の育成に努めま

す。 

⑥市民主体・地域特性を生かしたまちづくりに取り組み、シビックプライドを向上させる

ことで、ふるさとづくりを推進します。 

【数値目標】  

 

 この中で地域経済及び地域産業の活性化に係るものとしては、基本目標③④⑤が該当す

ると認められるが、その中で該当する政策についてもう少し具体的な政策を見てみると、 

基本目標③：松山への定着と新しい人の流れをつくる（移住定住対策）  

政策１ 移住の促進 

施策１ 都市イメージの向上 

① ホームページやメールマガジン、SNS、フリーペーパー、パンフレットなどの様々な

媒体やテレビ・雑誌などのメディアを活用し、松山の魅力や情報を効果的に発信しま

す。 

② 首都圏や関西圏での各種イベント、県人会や同窓会などのほか、市内で開催される成

人式などの機会をとらえ、シティプロモーションに取り組みます。 

③ 首都圏で活動する松山ゆかりの人のほか、首都圏の自治体や NPO 団体などと連携し、

松山の魅力発信に取り組みます。 

【数値目標】  

 

施策２ 移住相談体制の充実 

① 松山、東京などに移住相談窓口を設けるとともに、首都圏等での移住フェアなどで移

住相談対応を行います。 

② Ｕターン就職をはじめとする移住希望者の様々なニーズに応えるため、「ふるさと回

帰支援センター」や「移住・交流情報ガーデン」、愛媛県のほか、仕事や住まい、子

育て・教育、医療・介護、地域への溶け込みに関する関係機関や民間事業者と連携し

た移住相談体制の構築を図ります。 

③ 松山での暮らしや市内各地域の状況など、移住希望者が必要とする情報を分かりやす

成果指標 基準値 目標値

市内総生産（兆円） 1.6（H24年度） 1.6（H31年度）

連携中枢都市圏に係る連携協約数（件） ―（H26年度） 5（H31年度）

本市の暮らしやすさ満足度（％） 55.7（H26年度） 60.0（H31年度）

重要業績評価指標ʬKPIʭ（単位） 基準値（H26年度） 目標値（H31年度）

本市プロモーション活動における情報接触人数（人） 215,000 320,000
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く掲載したガイドブックやＷｅｂサイトなどを制作し、移住希望者に対して情報提供

します。 

【数値目標】  

 
  

施策３ 移住体験・機会の充実 

① 未利用施設や空き家バンクに登録された空き家等、既存ストックを活用するととも

に、本市島しょ部において、廃校跡地を活用し、体験滞在型交流施設を整備・活用す

るなど、お試し居住を推進します。 

② 移住ツアーや市外からの参加者を募る婚活ツアーを開催するなど、松山への移住のき

っかけとなる各種取組を実施します。 

③ 「生涯活躍のまち（日本版ＣＣＲＣ）」構想の導入に向けて、官民一体となって調査・

研究等を行います。 

④ 地域おこし協力隊制度を活用し、地域課題の解決と移住の促進を図ります。 

【数値目標】  

 

  

施策４ 移住定着支援の充実 

① 起業や女性の再就職、新規就農など、移住者のニーズに寄り添った就労等が可能とな

るよう各種支援を行います。 

② 市内各地域の空き家の情報を整理・活用するとともに、住宅のリフォームに対して補

助するなど、移住者の住まいの確保を支援します。 

③ 子育て関連施設でのウェルカムパーティーの開催、ファミリーサポートセンターなど

で実施する一時預かりに対する支援など、移住後子育て世帯等を応援します。 

④ 移住者が地域に溶け込み、快適な生活が送れるよう、まちづくり協議会や公民館等が

中心となり、地域への受入体制を整えるとともに、まちづくりやＮＰＯ活動などへの

支援を行うことで、移住者の生きがいづくりに取り組みます。 

⑤ 道後温泉や松山城等の市有施設に優待するなど、移住直後の何かと物入りとなる時期

に支援を行い、移住者をおもてなしの心と感謝の気持ちでお迎えします。 

重要業績評価指標ʬKPIʭ（単位） 基準値（H26年度） 目標値（H31年度）

移住Webサイト訪問数（件） ― 100,000

移住に関する相談件数（件）※累計 ― 740
市の移住相談窓口等を通じた県外からの移住者数

（人）※累計
― 960

重要業績評価指標ʬKPIʭ（単位） 基準値（H26年度） 目標値（H31年度）

お試し居住施設利用世帯数（世帯）※累計 ― 28

移住ツアー等参加者数（人） ― 100

地域おこし協力隊員数（人）※累計 ― 10
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【数値目標】  

 

 

政策２ 定住の促進 

施策１ シビックプライドの向上 

① 松山独自の教材である「ふるさと松山学」のほか、広報紙や移住・定住ガイドブック

などを活用し、市内の児童、生徒等のシビックプライドの醸成を図ります。 

② 若者向けまちづくり提案制度を導入するなど、松山を知り、まちづくりを考え、実践

する場の提供に努めます。 

③ 将来の経済を支える人材を育成・確保するため、市内の児童・生徒・学生等に対し、

企業等との交流を通じ、職業観を醸成するなどのキャリア教育を推進する取組を支援

します。 

【数値目標】  

 

 

政策３ 大学等の活性化 

施策１ 大学等と連携した若者の流入・定着促進 

① 若者の流入促進等に向け、大学等と連携した取組みを進めるほか、進学先の選択肢を

増やすとともに多様な人材の集積に向け、新たな学部・学科等設置に関する調査・研

究等を行います。 

② 愛媛大学ＣＯＣ事業（えひめ地（知）の拠点整備事業）と連携するとともに、インタ

ーンシップの受入れや公開講座の開催などを通じ、地域社会を担う人材の育成や市内

定着の促進に努めます。 

重要業績評価指標ʬKPIʭ（単位） 基準値（H26年度） 目標値（H31年度）
移住者のうち市の支援窓口や支援制度を利用した創業

者数（人）※累計
0 30

移住者のうち認定新規就農者数（人）※累計 8 20

島しょ部空き家バンク登録物件数（件）※累計 ― 30

空家対策基本計画の策定 ― 策定（H28年度）

移住者の受け入れに際し地域がサポートした人数

（人））※累計
― 50

重要業績評価指標ʬKPIʭ（単位） 基準値（H26年度） 目標値（H31年度）

まちづくり対案制度による活動人数（人） ― 30
中学生が地元の偉人などを紹介した記事の広報誌掲載

数（回）※累計
― 48

健全な職業観・勤労観に関する講座開催回数（回））

※累計
― 75
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【数値目標】  

 

  

基本目標④：魅力ある仕事と職場をつくる（地域経済活性化）  

政策１ 産業の競争力強化（業種横断的取組）  

施策１ 地域経済に関する各種データの分析・活用 

① 持続可能な地域経済を確立するため、産業連関表や地域経済分析システム（RESAS）

などを活用して、地域経済のヒト・モノ・カネの流れを客観的に分析・評価を行い、

戦略的な産業振興策を推進します。 

② 中小企業の景気動向の実態を把握し、事業者等に地元経済の情報提供を行うととも

に、それを活用した、中小企業支援施策の立案に取り組みます。 

【数値目標】  

 

  

施策２ 中小企業の支援 

① 「中小企業振興計画」に基づき、創業・経営基盤の強化や人材確保・育成、受注・販

路の拡大など、効果的な中小企業への支援策に取り組みます。 

② 松山圏域の中小企業の稼ぐ力を強化するため、地方金融機関等の関係機関と連携し、

首都圏を含む県外の大手流通業のバイヤーとの商談会を実施するなど、戦略的な販路

開拓を支援します。 

③ 経済団体や金融機関、NPO 等で構成される「中小企業振興円卓会議」が主体となって

行う、本市の中小企業振興施策に対する評価や意見・提案、地域の課題解決に向けた

調査・検証や支援などの自立的、継続的な活動を支援します。 

【数値目標】  

 

    

施策３ 稼ぐ力のある産業立地の促進 

① 稼ぐ力のある産業の立地促進を図るため、企業ニーズに応じた豊富な支援メニューの

確立や、大学等との連携による人材の育成・確保など、企業誘致のチャンスを逃さな

重要業績評価指標ʬKPIʭ（単位） 基準値（H26年度） 目標値（H31年度）

地元大学等との連携事業参加者数（人）※累計 190 4,190

重要業績評価指標ʬKPIʭ（単位） 基準値（H26年度） 目標値（H31年度）
経済センサスによる「付加価値額（企業単位：全産

業）」の全国市町村順位（位）
44（H24年） 36（H31年）

重要業績評価指標ʬKPIʭ（単位） 基準値（H26年度） 目標値（H31年度）
市の支援制度や関係機関との連携事業により創業した

中小企業事業所数（事業所）※累計
34 470

松山圏域企業の商談件数（件）※累計 ― 1,000
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い体制の整備に取り組みます。 

② 雇用吸収力の高い事務センターやコールセンター等の情報通信関連産業の集積を図

るため、新設・増設を伴う設備投資支援のほか、企業ニーズに合致したオフィスビル

などの建設投資を促す支援を推進します。 

【数値目標】  

 

  

施策４ 各種団体との連携による新たなビジネスの創出 

① 市内企業・大学・金融機関・経済団体等との連携により、先端素材関連産業や ICT サ

ービス関連産業のほか、成長が見込まれるヘルスケア産業などの創出を支援します。  

② 金融機関や経済団体等との連携による異業種間コラボレーションを促進します。 

③ 空き店舗や空きビル等、遊休不動産となっている民間の既存ストックをリノベーショ

ンすることで、新たな価値を与え、新たなビジネスの創出を推進します。 

④ 本市の「中小企業支援拠点」を中心に、商工会議所や地域金融機関等と連携したワン

ストップ相談窓口設置やセミナー、アフターフォローの支援のほか、資金融資・利子

補給補助など、創業者のチャレンジを支援します。 

⑤ クリエイティブ関連産業の創出を図るため、クリエイティブ関連企業やクリエイター

に対する支援や人材育成に取り組みます。 

【数値目標】  

 

    

施策５ 企業のグローバル化支援 

① 縮小する国内市場を補完する需要を創造するため、台湾など、海外との取引に意欲の

ある企業を支援します。 

【数値目標】  

重要業績評価指標ʬKPIʭ（単位） 基準値（H26年度） 目標値（H31年度）
新規立地及び増設をした指定企業数（件）※累計 71 90
指定事業所となったコールセンター等の新規立地及び

増設企業数（件）※累計
12 20

重要業績評価指標ʬKPIʭ（単位） 基準値（H26年度） 目標値（H31年度）

市の支援窓口や支援制度を利用した創業者数

（人）※累計
18 108

市内クリエーターと事業者のビジネスマッチング

件数（件）
9 60
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施策６ ＩＣＴ等の利活用によるビジネス創出や生産性向上 

① 本市が保有する公共データを民間企業等に活用してもらうためのガイドラインを定

めるなど、オープンデータを推進することにより、観光・子育て・医療・福祉など様々

な分野での新たなビジネスやサービスの創出を促進します。 

② 家事・育児との両立を目指す女性などの雇用創出を図るとともに、企業の業務生産性

や効率性を高めるため、IT 関連インフラの整った本市の強みを活かしたテレワーク業

務の安定と拡大を目指します。 

【数値目標】  

 

 

政策２ 産業の競争力強化（業種別取組） 

施策１ 若者にも魅力的な農林水産業の成長産業化 

① 「松山市地産地消促進計画」に基づき、生産者と消費者との結びつきの強化、食育の

推進、地域の農林水産物の消費拡大を図るとともに、６次産業化を目指す農業者への

取組を支援します。 

② 松山圏域の市町と連携して、生産者団体や小売業者等との協働による、新たな商品開

発や情報発信などを行い、圏域全体の農林水産業の活性化を目指します。 

③ 「まつやま農林水産物ブランド」をはじめとする産品について、市場関係者へのトッ

プセールスや、消費者向けのプロモーションを積極的に行うほか、商品開発支援等に

より、販路開拓や消費拡大につなげるとともに、その他の産品についても、ブランド

化を推進し、生産者の所得向上を目指します。 

④ 収益性の高い有望品種への転換を推進するとともに、その安定生産・高品質化のため、

栽培施設の導入支援などを行い、次世代につながる持続可能な力強い農業の構築を目

指します。 

⑤ 有害鳥獣捕獲許可に基づく捕獲の実施や、防護施設整備に対する支援など、行政・地

域・関係機関が一体となって総合的な鳥獣被害防止対策を行い、農業生産の維持・向

上に努めます。 

【数値目標】  

重要業績評価指標ʬKPIʭ（単位） 基準値（H26年度） 目標値（H31年度）
台湾企業との連携及び販路開拓・事業所進出企業数

（企業）※累計
1 6

重要業績評価指標ʬKPIʭ（単位） 基準値（H26年度） 目標値（H31年度）

公開されたオープンデータの数（件）※累計 ― 750

本市指定事業所の在宅就業者数（人） 161 560
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施策２ 戦略的観光振興による経済活性化 

① 広島地域の自治体や民間企業等の連携により設立した「瀬戸内・松山ツーリズム推進

会議」を中心として、瀬戸内エリアを周遊する観光商品開発やプロモーションなどに

より、新たなツーリズムを創造・定着させるとともに、国や交通事業者の戦略とも連

動して、圏域の観光集客の拡大を図るほか、「瀬戸内・松山ツーリズム推進会議」を

瀬戸内版観光ＤＭＯ（「観光地経営」の視点に立って観光地域づくりを行う組織や機

能）として構築させる取組を推進します。 

② 外国人観光客について、広島地域との連携や WEB サイトの充実強化、各種メディア

でのプロモーション、受入れ環境の整備のほか、姉妹友好都市・友好交流都市などと

の幅広い分野での交流人口拡大などにより、本市への誘客を促進します。 

③ 俳句などの地域資源について、国際化・ブランド化を推進するほか、体感型観光の視

点を取り入れるなど、様々な付加価値や魅力を加えて、新しい着地型旅行商品を開発

し情報発信することで、修学旅行の誘致や国内外の観光客増加を推進します。 

④ 次世代に誇れる道後温泉の継承・発展に向け、「道後温泉活性化計画」や「魅力向上・

賑わい創りの総合的な対策」に基づき、新たな魅力ある温泉施設や回遊観光が楽しめ

る街並み景観の整備のほか、民間施設のサービスが充実する環境整備など、様々な取

組を推進します。 

⑤ 温泉とアート等を組み合わせるなど、話題性のある観光地として、全国に発信し、道

後温泉への観光客増加を目指します。 

⑥ 観光客の利便性を向上させるため、公衆無線ＬＡＮの整備を促進します。 

⑦ 本市にとって魅力的な新たな誘客施設について、調査研究を行います。 

【数値目標】  

 

  

施策３ 文化・芸術・スポーツ等の地域資源を活用したビジネス創出 

① 平成 28 年度末に策定予定の「（仮称）文化振興計画」に基づき、文化ビジネスの創出

重要業績評価指標ʬKPIʭ（単位） 基準値（H26年度） 目標値（H31年度）

学校給食での地場食材の食材数ベースの利用割合

（％）
26.2 35.0

「まつやま農林水産物ブランド」産品等の新規取扱い

店舗数（店）※累計
104 273

果樹有望品種の栽培施設整備面積（ha：ヘクター

ル）※累計
20 75

有害鳥獣被害面積（ha：ヘクタール） 11 4

重要業績評価指標ʬKPIʭ（単位） 基準値（H26年度） 目標値（H31年度）

観光入込客数（万人） 571（H26年） 600

外国人観光客数（人） 88,700（H26年） 310,000
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など、文化芸術の活用により地域経済活性化につながる取組を検討します。 

② 東京オリンピックやパラリンピックなどの世界大会における、海外チームの合宿誘致

等の促進のほか、地元プロスポーツへの支援などを行います。 

【数値目標】  

 

  

政策３ 良質な雇用の場の創出と人材育成 

施策１ 良質な雇用・労働環境の整備 

① 若年労働者の定着を図るため、企業と労働者相互に対する支援を行い、若年者層の早

期離職や特定分野での求人・求職のミスマッチ等の解消に努めます。 

② 単独実施が困難な中小企業等の福利厚生を確保するため、共同で取り組む互助制度で

ある「勤労者福祉サービスセンター」について、ワーク・ライフ・バランスの観点を

含めた機能の充実を推進します。 

③ 従業員が働きながら、仕事以外の責任や要望を果たせる環境づくりを進めるなど、ワ

ーク・ライフ・バランスを推進する企業への支援に取り組みます。 

【数値目標】  

 

  

施策２ 職業能力向上と就労機会の拡充 

① 就業機会の向上を図るため、正社員化に向けた職業訓練奨励金や就労資格の取得助

成などによる支援を行います。 

② 高齢者の幅広い求職ニーズに応えるため、求職申込みから採用まで一貫してサポー

トする、高齢者就労総合相談窓口を効果的に活用し、多様な就業機会の提供に取り

組みます。 

【数値目標】   

 

 

施策３ 女性の活躍支援 

① 働く・働きたい女性を応援するため、求職者・潜在的求職者の再就職に向けたセミナ

重要業績評価指標ʬKPIʭ（単位） 基準値（H26年度） 目標値（H31年度）

（仮称）文化振興計画の策定 ― 策定

重要業績評価指標ʬKPIʭ（単位） 基準値（H26年度） 目標値（H31年度）

本市の就業支援制度を活用した若年求職者のうち

就業に至った人数（人）※累計ʬ再掲ʭ
― 100

勤労者福祉サービスセンターの会員数（人）※累計 5,881 7,100

重要業績評価指標ʬKPIʭ（単位） 基準値（H26年度） 目標値（H31年度）

訓練奨励金認定者の正規雇用者数（人）※累計 80 175
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ーや職場実習機会の提供のほか、起業に興味がある女性に対する支援など、女性の働

き方の多様性を高める取組を推進します。 

② 家事・育児との両立を目指す女性などの雇用創出を図るとともに、企業の業務生産性

や効率性を高めるため、IT 関連インフラの整った本市の強みを活かしたテレワーク業

務の安定と拡大を目指します。 

③ 女性が活き活きと働ける職場環境をつくるため、企業の経営者や管理職員等を対象

に、意識改革に資するセミナーや交流会等を行うなど、企業に対する支援に取り組み

ます。 

④ 「松山市男女共同参画推進センター」が核となり、女性の活躍推進に積極的に取り組

むことを宣言し認証を受けた企業に対し、関係団体と連携してサポートを行います。

また、男女共同参画社会の実現に向けた個人・団体の表彰制度構築等に取り組みます。  

【数値目標】  

 
 

施策４ 農林水産業の担い手育成 

① 新規就農希望者に対して、農業特有の参入障壁を取り除くために、農協等の関係機関

と連携しながら、就農前の研修から就農後の定着まで一貫した支援を行い、農業への

新規参入と確実な営農定着による担い手の確保を推進します。 

② 認定農業者等担い手の組織活動に対する支援を通じて、担い手相互の技術・経営能力

を高め、地域全体の営農水準向上につなげる取組を推進します。 

【数値目標】  

 

  

施策５ 地域ニーズに対応した人材育成支援 

① 将来の経済を支える人材を育成・確保するため、市内の児童・生徒・学生等に対し、

企業等との交流を通じ、職業観を醸成するなどのキャリア教育を推進する取組を支援

します。 

② 地元大学等との連携により、新規学卒者や本市への就職を希望する学生、留学生など、

地元産業を支える人材の育成や確保に努めます。 

  

【数値目標】  

重要業績評価指標ʬKPIʭ（単位） 基準値（H26年度） 目標値（H31年度）

本市の就業支援制度を活用した若年求職者のうち

就業に至った人数（人）※累計ʬ再掲ʭ
― 150

松山市男女共同参画推進センターの「まどんな応援企

業」認証団体数（団体）ʬ再掲ʭ
― 60

重要業績評価指標ʬKPIʭ（単位） 基準値（H26年度） 目標値（H31年度）

認定新規就農者数（人）※累計 14 70
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基本目標⑤：暮らしと経済を守る（暮らしと経済まちづくり）  

政策１ 本市における地域経済・生活圏の形成 

施策１ 需要を創造する民間主体の経済まちづくりの推進 

① 民間による中心市街地の再開発を支援し、現代の需要にあった商業床やオフィス床等

を創出するとともに、企業誘致や空き店舗対策等を積極的に行い、3 次産業の集積を

推進します。あわせて、市民との協働による賑わいの創出など、中心市街地の活性化

に資する環境整備に努めます。 

② 本市への市内企業の増設移転計画や県外企業の投資意欲に応えるため、市域及び圏域

において、商工業等の立地促進に向けた環境整備に努めるとともに、トップセールス

の推進及び宣伝・営業活動の強化に取り組みます。 

【数値目標】  

 

 

 

3. 松山市総合計画 

 松山市では、一人でも多くの人が笑顔で自分たちの住むまちに愛着や誇りをもち、また

魅力にあふれ、市外の人たちからも「行ってみたい」「住みたい」と思われるまちを市民

の皆さんと一緒に作り上げていくため第 6 次松山市総合計画を平成 25 年に作成した。そ

の趣旨は、 

 

重要業績評価指標ʬKPIʭ（単位） 基準値（H26年度） 目標値（H31年度）
健全な職業観・勤労観に関する講座開催回数（回））

※累計ʬ再掲ʭ
― 75

重要業績評価指標ʬKPIʭ（単位） 基準値（H26年度） 目標値（H31年度）

市街地再開発事業等の施行地区数（地区）※累計 3 5
中心市街地へ新規立地及び増設をした指定企業誘致

（企業）※累計
17 25

新規立地及び増設をした指定企業数（件）※累計

ʬ再掲ʭ
71 90

急速な少子高齢化の進行や人口減少社会の到来、環境問題の深刻化、経済のグローバル化、地
球規模での情報化の進展など、私たちを取り巻く社会情勢は大きく変化しています。また、住
民ニーズの多様化・高度化や地方分権の更なる進展などにより地域間競争が激化する中、地方
自治体は新たな時代の岐路に立たされています。
　こうした状況にあって、本市はこれまで、「『坂の上の雲』をめざして」をまちづくりの基
本理念として掲げ、明治という時代に夢や目標に向かって明るくひたむきに生きた先人たちの
精神を新たなまちづくりの貴重なメッセージとして受け止め、松山ならではの地域固有の資源
を活用した個性あるまちづくりを進めてきました。
今後とも、この理念をしっかりと継承していくとともに、一人でも多くの人が笑顔で自分たち
の住むまちに愛着や誇りをもち、また、魅力にあふれ、市外の人からも「行ってみたい」「住
みたい」と思われるまちを市民の皆さんと一緒につくりあげていきます。
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であり、計画の期間は平成 25 年度から平成 34 年度までの 10 年とし、基本構想、基本

計画及び実施計画で構成されている。その後、平成 30 年に基本構想に掲げる将来都市像

の実現に向け、前期基本計画期間中の取り組みの成果や今後の課題などを把握するととも

に、その具体的な方向性を示すための基本指針として後期基本計画を策定した。 

この計画においては、減少傾向にあった松山市の就業者数は、今後横ばいで推移し、平

成 34（2022）年には 23.5 万人程度になると見込まれており、産業別では、上昇傾向にあ

った第三次産業の割合がさらに高まる一方、第一次産業の割合と第二次産業の割合は、や

や低下していくことが予想されている。 

 

(1)  基本構想（将来都市像とまちづくりの理念を明らかにするもので、期間は 10 年） 

まちづくりの基本目標として、「産業・交流」の項目において以下のようにうたわれ

ている。 

 

(2)  基本計画（基本構想を実現するための施策の内容を体系的に示すもので、期間は 5

年） 

基本構想では、未来の松山市のあるべき姿を市民の皆さんと共有するために将来都市

像として 「人が集い 笑顔広がる 幸せ実感都市 まつやま」を掲げ、その実現に向け

て、計画期間を平成25（2013） 年度から平成29（2017）年度とする前期基本計画を策定

し、様々な取り組みを実施してきた。 

また、最新の社会情勢を捉えるとともに、これまでの成果や今後の課題を考慮し、全

ての分野の取り組みをしっかりと見直し、基本構想に掲げる将来都市像の実現に向け、

前期基本計画期間中の取り組みの成果や今後の課題などを把握するとともに、その具体

的な方向性を示すための基本指針として、後期基本計画は策定された。 

後期基本計画においては、「基本目標３ 地域の魅力・活力があふれるまち」の（政

商工業は、消費の低迷などにより厳しい経営環境が続き、地域の雇用にも大きな影響があると
ともに、農林水産業は、生産物の価格低迷や担い手不足に直面しており、本市が持続的に発展
していくためには、こうした産業の振興につながる様々な施策が必要です。また、中心商店街
をはじめとする集客商業拠点を活性化することにより、にぎわいと活力があふれるまちづくり
を進めるとともに、合併により新たな魅力や個性が加わった本市の資源を活用しながら、市外
の人からも「行ってみたい」と思われるまちづくりが望まれます。さらに、物流の手段となる
交通基盤の充実や、人が移動しやすい交通環境の整備が必要です。そのため、市内企業のほと
んどを占める中小企業をはじめ地場産業の更なる振興を図るほか、市外からの企業誘致の促進
などに継続的に取り組み、新たな雇用を創出するとともに、担い手の育成や確保など次の世代
につながる農林水産業の振興を図ることで、誰もが仕事や生活の調和のとれた安定した生活を
営むことができるまちづくりを進めます。また、道後温泉本館の長期にわたる保存修理が予定
される中、地域経済への影響を少なくするための取り組みのほか、 本市の多様な資源を活用
し、戦略的なプロモーションを推進することで、都市全体の価値や魅力を向上させるととも
に、広域観光の推進を図ることにより、観光交流人口の拡大につなげます。さらに、幹線道路
などの広域交通網の整備はもちろん、公共交通の利用促進のほか、徒歩や自転車でも移動しや
すい環境など、交通体系の整備を推進することにより、本市の持続的な経済の発展を図りま
す。
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策１ 暮らしを支える地域経済を活性化する）で、前期基本計画の取り組みと今後の課

題について以下のように述べられている。 

前期基本計画期間の取り組みと今後の課題 

 

 

この前期基本計画期間中の主な取組内容と後期基本計画期間中に取り組むべき課題に基

づいて、 

 

（施策１）雇用・就労環境の整備 

（施策２）事業所立地と雇用創出の推進 

（施策３）農林水産業の活性化 

 

の３つの具体的な施策が掲載されている。 

前期基本計画期間の取り組み

●

●

●

●

今後5年間に取り組むべき課題

●

●

●

●

ワーク・ライフ・バランスや女性が働きやすい職場環境づくりなどの取組事例を共有できる場を継
続して提供していく必要があります。

高齢を理由に廃業する事業者が増加傾向にあり、後継者対策をはじめとする事業承継の取り組みが
重要になっています。また、売上の伸び悩みや人手 不足などの課題を解決し、経営基盤を強化す
るための支援も求められています。

農業従事者の減少が続いているため、引き続き担い手の確保・育成に取り組む必要があります。ま
た、農地を有効に活用し、安定的に生産するための基盤づくりを進めていくことも求められます。

女性の就労や企業の人手確保につなげるため、平成27（2015）年度から、女性求職者が職場の内外
での研修をとおして再就職に必要な知識や技術を身につけるための取り組みを行っています。

トップセールスの推進や、企業立地促進奨励金制度の活用により、市外からの企業誘致や市内企業
の流出防止に努めています。また、販路拡大を支援するため、台湾企業とのマッチングや、台湾の
アンテナショップにおける商品のテスト販売も実施してきました。さらに、成長分野であるクリエ
イ ティブ産業などへの支援も行っています。

平成28（2016）年4月には、創業・経営・就労支援など、仕事に関する幅広いサービスを提供する
「未・来（ミラクル）Jobまつやま」を開設しました。

農家所得の向上のため、かんきつ類の栽培施設の導入、選果機の整備など収益性の高い品種の安定
的な供給を支援しました。

雇用情勢の改善による労働力不足などへの対応に加え、求人と求職のミスマッチや新卒者の早期離
職への取り組みが必要です。
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【施策１ 雇用・就労環境の整備】

 

 

 

 

 

（めざす姿）

（施策の方向性）

⑴

⑵

⑶

（主な取り組み）

①

②

①

②

③

①

②

（指　標）

現状値
（平成28年度）

目標値
（平成34年度）

① 74 80

② 103 110

③ 55 67

④ 147 232

⑤ 6,187 7,100

若年者の安定した社会生活が可能となるよう正規雇用を促進するほか、女性や高齢者がその能
力を十分に発揮し活躍できるよう就労機会の拡充を図ります。

　年齢、性別などにかかわらず、希望する人全てがそれぞれの知識や技能を生かして職業に就き、
働きやすい環境で就労することで、豊かでゆとりのある生活を送っています。

求職者が職業に必要な知識や技能を身につけ、円滑に就職し働き続けることができるよう、関係機
関と連携し、職業能力の開発や向上を図ります。

求職者に対して就労機会を提供するとともに、社会問題化している人手不足、若年者の非正 規雇
用や早期離職について、正規雇用の促進や職業意識の啓発を推進するほか、企業の労働力の確保を
図ります。

労働者が安心して意欲的に働き、真に豊かでゆとりのある生活が送れるよう、ワーク・ライフ・
バランスや勤労者福祉に関する取り組みを充実します。

⑴　求職者の能力開発・向上

求人と求職のミスマッチによる早期離職や非正規雇用の増加などの様々な課題を解決するた
め、関係機関と連携し、若年者や女性などの職業能力の開発や向上を推進します。

関係機関と連携し、企業が求める能力や資格のニーズを把握するとともに、若年者や女性など
の求職者の就職活動が円滑に進むよう、教育訓練による技能の向上や資格取得などを推進しま
す。

⑵　就労機会の拡充

関係機関と連携し、雇用につながる人材育成セミナーや合同就職面接会、企業と求職者のマッ
チングイベントなどを実施し、人手不足に悩む企業の人手確保につながる支援をするほか、幅
広い就職関連情報を発信するなど、求職者への就労機会の提供と企業の労働力の確保を推進し
ます。

松山市勤労者福祉サービスセンター加入者数（人）

⑶　労働環境の整備

勤労者の誰もが安心して意欲的に働き続けられるよう、ワーク・ライフ・バランスや働きやす
い環境づくりなどに関する情報を共有できる場を提供しながら、職場環境や処遇の改善、福利
厚生制度の充実など、勤労者福祉の向上を図ります。

労働災害や労働に起因する健康障害を防止するため、関係機関と連携し、事業者や勤労者に対
する安全衛生や健康管理についての啓発を行い、勤労者の安全と健康の確保を推進します。

地元産業を支える人手の確保・人材育成や、早期離職を防止するため、職業に関する知識の習
得や職業をとおした自立に対する意識の啓発を進め、教育機関との連携を図りながら若年者の
職業意識の向上に努めます。

指　　標　（単位）

訓練奨励金認定者数（人）

人材育成セミナー受講者の就職者数（人）

合同就職面接会での就職者数（人）※累計

訓練奨励金認定者の正規雇用者数（人）※累計
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【施策２ 事業所立地と雇用創出の推進】 

 

（めざす姿）

（施策の方向性）

⑴

⑵

⑶

⑷

（主な取り組み）

⑴

①

②

⑵

①

②

③

⑶

①

②

③

⑷

①

②

⑸

①

②

⑹

①

②

③

企業の事業拡大の推進

地元企業の県外や海外への販路拡大に向けた事業進出を支援し、地元企業の事業の拡大や成長
を促進します。

中小企業の振興

「松山市中小企業振興計画」に基づき、関係機関と連携しながら中小企業経営者の資質向上や
勤労者の 人材の育成、業務効率化などによる経営改善の支援を行うとともに、資金調達が容易
となる融資制度や各種補助金の活用を促進し、中小企業や地場産業の経営基盤の強化を図りま
す。

「松山市中小企業振興計画」に基づき、新規創業や、中小企業者の創造的な事業活動と円滑な
事業承継を推進するため、補助金の交付や経営指導などの支援を行います。

「中小企業振興円卓会議（松山市中小企業振興基本条例の外部推進組織）」などと協力しなが
ら、中小企業支援策を調査・検証するなど、産学官連携で地域経済の活性化を図ります。

成長分野や有望な産業分野への事業展開に対する支援を行うほか、中小企業や地場産業の経営基盤
の強化や新規創業がしやすい環境の整備をとおし、働きがいのある企業の育成を支援することによ
り地域経済の活性化を図ります。

企業誘致の推進と流出防止

産業基盤の充実

商業集積等による活性化

地域の商店街における商業活動の活性化や空き店舗解消などを支援することで、市民生活に身
近な場所での商業の振興を図ります。

中央商店街とその周辺地域はもちろん、道後や北条、三津浜地域における商業集積地において
も、にぎわいの再生や広域からの集客が図れる商業振興を推進します。

 国の戦略や県の計画などとも連動させながら、有望な産業分野の事業展開を支援します。

流通機能の充実

物流機能を向上させるため、幹線道路、空港、港湾などの広域交通ネットワークの充実を図り
ます。

公設卸売市場の施設や設備を計画的に更新するとともに、生鮮食料品などの安定供給や安全・
安心の確保など、経営戦略的な視点をもった市場運営に取り組みます。

奨励制度の活用を推進し、企業がこれからも長く松山市で事業活動が可能となるような企業立
地に努めます。

工業や商業、サービス業などの事業者が適切な場所で効率的な事業活動が展開できるよう、適
正な産業立地の促進と用地やエネルギーなどの基盤の確保に努めます。

都心部や産業集積地への人や物の流れが円滑になるよう、道路整備や公共交通ネットワークの
構築により、広域からのアクセスの向上を図ります。

中心市街地が地域経済の発展に果たす役割の重要性に鑑み、公共及び民間投資の促進を図るな
ど、経済活力の向上に向けた施策を官民一体となって推進します。

道後地域や中心部におけるホテルや旅館など観光産業集積の活性化を図ります。

　物流やエネルギーなどの産業基盤が十分に整い、事業活動に対する支援が充実しているため、市
内の企業による事業活動がより活発になり、市外からも企業が進出してくるなど、市内経済が 活
性化しています。

市外から企業を誘致するとともに、既存企業が今後も市内で円滑に事業活動を行えるよう、産業基
盤の整備や流通機能の充実を図ります。また、中心市街地においては集中的な投資により、経済活
力の向上を図ります。

中心市街地での観光産業や商業・サービス業の集積を目指すとともに、中央商店街地域への広域か
らの集客や、市民生活を支えている地域の商店街の活性化を図ります。

地域経済の活性化を促進し、雇用の創出につなげます。

トップセールスや職員による個別訪問、インターネットでの情報発信をとおして、積極的な企
業誘致及び留置活動を推進します。
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（指　標）

現状値
（平成28年度）

目標値
（平成34年度）

①
77社

5,587人
105社

6,100人

② 4 7

③
10,607所
81,600人
（平成27年度）

10,621所
81,635人

・

④ 9 69

⑤ 560 890

台湾企業との商談件数（件）※累計

創業支援事業への申請件数（件）※累計

指　　標　（単位）

奨励制度を適用した立地企業数と
新規雇用計画数（社・人）※累計

地区計画や再開発事業などの活用による
産業立地数（件）※累計

商業・サービス業などにおける市内事業所数
と従業員数（所・人）※累計
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【施策３ 農林水産業の活性化】 

 
 

 

（めざす姿）

（施策の方向性）

⑴

⑵

（主な取り組み）

⑴

①

②

③

④

⑤

⑥

⑵

①

②

③

④

（指　標）

現状値
（平成28年度）

目標値
（平成34年度）

① 139 163

② 95 210

③ 4664.7
（平成27年）

6604.7
（平成34年度）

④ 13.3 4.0

⑤ 2246
（平成27年）

2552
（平成34年度）

⑥ 821 1,889

有害鳥獣による農作物被害面積（ha）

森林整備面積（ha）※累計

持続可能な農林水産業の構築

生産基盤と集落環境の整備

農業用施設の整備や農村集落環境整備のほか、ため池の決壊に備えた防災対策や減災対策に取
り組むとともに、安全施設の設置などを支援し、土地改良事業を推進します。

農業者や地域住民などの多様な主体の参画による農村環境の保全や、農業用施設の補修・改修
による長寿命化を推進します。

農地の利用状況に関する調査や農地転用許可制度の厳正な執行をとおして、優良農地の保全を
図ります。

生産者が消費者ニーズを的確に捉えるとともに、消費者が市内産品に対する理解を深め、生産
者と消費者が相互理解できる機会の創出を図り、地産地消に向けた取り組みを推進します。

水産資源の持続的利用と漁業経営の安定的な発展を確保するため、漁場の再生や資源管理を推
進します。

森林の整備と保全により、森林のもつ水源かん養機能や土砂災害防止などの多面的機能を高め
るとともに、施業の集約化を進めることにより、適切な路網整備や木材生産コストの低減を図
るなど、面的なまとまりをもった森林経営の確立に向けた取り組みを推進します。

指　　標　（単位）

「人・農地プラン」作成集落数（集落）※累計

新規就農者数（人）※累計

ブランド認定かんきつの生産量（t）

漁獲金額（百万円）

就農希望者の受入体制の構築を図るなど、多様な担い手の確保・育成を行うとともに、耕作放
棄地の再生などを支援し、農地の保全や有効活用を促進します。

林道網の整備などを行うとともに、地球温暖化防止や水源かん養機能など、森林の多面的な機
能に着目した林業基盤の整備を推進します。

漁港の改修や漁港施設の長寿命化対策、漁村の生活環境・労働環境の改善などをとおした漁港
及び漁村集落環境の整備を図ります。

　十分な生産体制と整った生産基盤により、高品質な農林水産品が地域に安定的に供給されていま
す。また、全国的にも松山の質の高い産品が選ばれています。

担い手の確保・育成や農地の有効活用などを推進し、安定的な生産が可能となるよう支援するとと
もに、産品の高品質化やブランド化に取り組むなど、農林漁家の経営の安定化と農林水産業の振興
を図ります。

農業用施設や林道、漁港、漁港施設など、農林水産業の生産や農山漁村の集落環境向上に関わる基
盤整備を促進します。

農林水産品がより安定的に生産できる体制づくりを支援するとともに、産品の高品質化や高付
加価値化、6次産業化支援のほか、有害鳥獣対策にも取り組むことで、農林漁家経営の安定化を
図ります。


